
藤沢市特別な理由による任意予防接種費用助成金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は，予防接種法（昭和２３年法律第６８号。以下「法」とい

う。）の規定に基づく定期の予防接種を受けた者が，骨髄移植等の医療行為

により免疫を消失し，再度，任意で予防接種を受ける場合（以下「再接種」

という。）に伴う費用を助成することについて，必要な事項を定めるものと

する。 

 

（対象者） 

第２条 予防接種の費用の助成対象者は，再接種を受ける日において，市内に

住所を有する者のうち，骨髄移植等の医療行為により，接種済みの予防接種

の効果が期待できなくなったと医師に判断された者とする。 

 

 （対象となる予防接種） 

第３条 助成の対象となる予防接種は，次に掲げる要件をすべて備えるものと

する。 

（１）法第２条第２項に規定するＡ類疾病に係るものであること。 

（２）使用するワクチンが，予防接種実施規則（昭和３３年厚生省令第２７

号）の規定によるものであること。 

（３）予防接種法施行規則（昭和２３年厚生省令第３６号）第２条の６の表

の上欄に掲げる特定疾病に係る予防接種にあっては，それぞれ同表の

下欄に掲げる年齢に達するまで、同表に掲げる特定疾病以外の予防接

種にあっては、２０歳に達するまでの間の接種であること。 

 

（助成額及び限度額） 

第４条 市は，次に掲げる委託料単価を上限として，再接種を受けた者が当該

再接種に要する費用として医療機関に支払った金額を助成する。 

（１）法第２条第２項（第１１号を除く。）に係る予防接種 市外指定医療 

機関で予防接種を実施した場合に本市が当該医療機関に対して支払う

予防接種の接種日における委託料単価 

（２）法第２条第２項第１１号に係る予防接種 市内指定医療機関で予防接

種を実施した場合に本市が当該医療機関に対して支払う予防接種の接

種日における委託料単価 

 



（接種方法等）  

第５条 再接種を希望する者は，接種を受ける前に，再接種実施依頼書交付

申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添付して市長に申請し，再接種

実施依頼書（第２号様式）の交付を受けなければならない。 

（１）特別な理由による任意予防接種費用助成に関する理由書（第３号様 

式） 

（２）骨髄移植等の特別な理由が生じる以前の予防接種の履歴の写し 

２ 前項に規定する再接種実施依頼書の交付を受けた者は，当該依頼書を医療

機関に提出の上受診するものとする。 

３ 再接種実施後，予防接種の実費を当該医療機関に支払うものとする。 

  再接種を受けた者は，再接種に要した費用の全額を当該医療機関に支払う

ものとする。 

 

（助成の申請） 

第６条 前条の規定により予防接種を受けた者又は法第２条第７項に規定す

る保護者（以下「被接種者等」という。）は，当該予防接種を受けた日か

ら起算して１年を経過する日までに，藤沢市特別な理由による任意予防接

種費用助成金交付申請書（第４号様式）に次に掲げる書類を添えて，市長

に申請するものとする。 

（１）領収書の写し又は予防接種費用を支払ったことを証する書類 

（２）予防接種予診票又は当該履歴が確認できるものの写し 

 

（決定の通知） 

第７条 市長は，前条の書類を受理したときは，その内容を審査し助成金の

交付又は不交付を決定し，次に掲げる通知書により被接種者等に通知する

ものとする。 

（１）交付決定の場合 藤沢市特別な理由による任意予防接種費用助成金交 

付決定通知書（第５号様式） 

（２）不交付決定の場合 藤沢市特別な理由による任意予防接種費用助成金

不交付決定通知書（第６号様式） 

 

（助成金の請求等） 

第８条 助成金の交付決定を受けた者は，速やかに藤沢市特別な理由による

任意予防接種費用助成金請求書兼口座振込依頼書（第７号様式）を市長

に提出し，助成金を請求しなければならない。 

 ２ 市長は，前項に規定する請求があったときは，請求日から起算して３０



日以内に助成金を交付する。 

  

 （助成金の返還） 

 第９条 市長は，偽りその他不正な行為により助成金の交付を受けた者があ

ると認めたときは、その者に交付した助成金の全部又は一部の返還を求め

るものとする。 

  

 （その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は市長が別に定めるも

のとする。 

 

 附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，令和２年４月１日から施行する。 

（適用） 

２ この要綱による助成は，令和２年４月１日以降に再接種実施依頼書の交

付を受け，実施される予防接種について適用するものとする。 

（検討） 

３ 市長は，令和７年３月３１日までにこの要綱の施行状況について検討を

加え，必要な措置を講ずるものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，令和４年３月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際，現に使用している帳票類は，残存するものに限り

使用することができる。 

 


